予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童福祉諸費　　　
	事業名　新児童福祉施設退所者等アフターケア事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　児童養護係　電話番号：058-272-1111（内2636）

　　　　　　　E-mail：  c11217@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　        　3,250千円（前年度予算額：　　0千円）
＜財源内訳＞（単位：千円）　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,250
	1,625
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,625

	決定額
	3,250
	1,625
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,625


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
児童養護施設の退所者等は、地域社会において自立生活を送る際には様々な生活・就業上の問題を抱えながら自らの努力で生活基盤を築いていかなければならない。このため、これらの子どもに対し生活に関する相談に応じるとともに、子どもが相互に意見交換や情報交換等を行えるような自助グループ活動を支援するなど、地域社会における社会的自立の促進を図ることを目的として実施する。
（２）事業内容

児童養護施設等を退所した児童等に対して、情報提供、研修、個別の相談等を行うことにより、児童等が就労、学業を継続し安定して生活できるよう支援する。
（３）県負担・補助率の考え方

国１／２、県１／２を負担。
（４）類似事業の有無
　　施設退所者に対する支援事業としては、国の補助メニューである「児童養護施設退所者等就業支援事業」（以下、「就業支援事業」という）と「退所児童等アフターケア事業」（以下、「アフターケア事業」という）があり、平成25年度まで本県では就業支援事業を活用して実施していた。平成26年度からは就業支援事業を補完する形でアフターケア事業を活用して実施する。

　　＜参考＞

　　　就業支援事業：就業に重きを置いた退所後の生活支援

　　　アフターケア事業：生活全般に重きを置いた退所後の生活支援
３　事業費の積算内訳（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	3,250
	人件費、旅費、消耗品費、光熱水費等

	合計
	3,250
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各計画での位置づけ

・岐阜県少子化対策基本計画
（２）国・他県の状況

・国庫補助メニューであるアフターケア事業については、１６自治体１３箇所で実施。（平成２４年１０月１日現在）
・他の自治体において、就業支援事業、アフターケア事業ともに同時実施している自治体もあり。
（３）後年度の財政負担
・５年を目途に本事業の継続等について必要な検討を実施。
（４）事業主体及びその妥当性
・児童養護施設等の入所児童は、県が保護し措置した児童であり、そういった児童の自立については、県が支援を行う必要がある。事業実施にあたっては、施設退所児童の自立支援についてノウハウを持つ法人等に委託し実施する。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
社会的養護施設を退所した子どもの生活や就業に関する相談に応じるとともに、子どもが相互に意見交換や情報交換等を行えるような自助グループ活動を支援するなど、地域社会における社会的自立の促進を図ります。
目標：年間支援児童数(個別相談（電話、面談等）)　延べ300人


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	支援児童数（延べ人数）
	0
（H  ）
	人
（H　）
	人
（H　）
	人
（H　）
	300人
（H30）
	0％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

	（前年度の成果）

・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	平成２５年度までのDV対策総合支援事業等を活用した既存事業「児童養護施設退所者等自立支援事業」については、就業に重きを置いた支援を実施し、児童の自立に向けての支援を図っていたが、支援の対象は主に施設入所中の児童であり、施設を一度退所した児童に対しては、相談窓口となる拠点がないため、直接の支援があまりできていなかった。施設を退所した児童は、特に退所後数年は孤独感、孤立感を感じることが多く、施設以外でなんでも相談できる窓口の設置や、同じ境遇の者同士が相互に意見交換や情報交換ができる場所を確保する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　本事業を実施するにあたっては、施設との連携、関係する支援機関（就業支援等）との連携、住居や奨学金等多岐にわたる情報の収集が必要となる。

　　あわせて、退所した児童が本事業を知り活用してもらうことが本事業を実施する上で不可欠となっているため、入所中の児童へのPRや退所した児童と連絡を取り合える体制が必要となる。このため、入所中の児童へのPRは施設へ協力をお願いし、退所児童については、当事者団体の活動を支援するなど、当面はPR活動と情報収集等を並行して実施する。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

児童福祉施設等入所児童は、近年、虐待、養育放棄等による入所が増加し、その愛着不足等から処遇の困難化が著しいため、その退所者等の社会的自立については、今後とも厳しい状況が想定される。このため今後とも個々の児童の状況に応じた自立支援を図っていく必要がある。
平成26年度は、施設との連携、関係する支援機関（就業支援等）との連携、住居や奨学金等多岐にわたる情報の収集を実施し、徐々に拠点にて退所者へ支援ができる体制をとっていく。また、並行する形で退所（予定含む）者への本事業のPR及び当事者団体の活動支援を実施する。
次年度以降は、主に拠点にて退所者及び入所者へ支援ができる体制をとり個々の児童の状況に応じた自立支援を図っていく。


（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　


　　健康福祉部 子ども・女性局 子ども家庭課 児童養護係　


　　電話番号：058-272-1111（内2636）E-mail：� HYPERLINK "mailto:c11217@pref.gifu.lg.jp" �c11217@pref.gifu.lg.jp�











